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建築物空調エネルギー需要への影響を考慮した
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Abstract ； 
One of the detrimental effects caused by the urban warming phenomena is the increase of energy consumption 

due to the artificial air conditioning of buildings in summer. In greater Tokyo, the temperature sensitivity of the 

peak electricity demand reaches up to 3%／℃in recent years. and about l.5GW of new demand is required as the 

daily maximum temperature increases by 1.0℃.This huge demand of summer electricity is considered to be one 

of the common characteristics in big cities of Asian countries. 

In order to simulate this increase of cooling energy demands and to evaluate urban warming countermeasures 

from the viewpoint of buildings'energy savings. a numerical simulation system was developed adopting a new 

one-dimensional urban canopy meteorological model coupled with a simple sub-model for the building energy 

analysis. 

Then. the system was applied to Ootemachi area. a central business district in Tokyo. Preliminary verification of 

I the simulation system using observational data on the outdoor and indoor thermal conditions showed good results. 
i Simulations also indicated that the cutoff of the anthropogenic heat from air conditioning facilities could be 
i produce a cooling energy saving up to 6% with the outdoor air temperature decrease by more than 1℃ in the 
l summer urban canopy over Ootemachi area. 
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1. はじめに

1997年京都にて開催されたCOP3以降，地球温暖化抑止

に向けたCO2の排出削減は，先進国にとり数値目標を伴う

具体的課題となった．しかし，我が国では民生，迎輸の両

部門において， CO2排出と密接な関係を有するエネルギー

消喪が今後とも増大を続けるものと予想されている見こ

の両部1"］でのエネルギー霊要が偏在する大都市域での省エ

ネは，今後のC釦削減に向け，最重要課題の一つとして位

骰付けられる．

方，我が国の大都市域においては， 近年，局地的な温

暖化現象が進行している．その速度は，東京の場合，夏季

蔽高気温でみて 2℃/100年叫 冬季の日最低気温でみて

4℃/100年3)に達する．このような都市の高温化は，夏季
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においては，冷房エネルギー梢骰と共に建築物からの人工

廃熱を増大させ，更なる気温上昇とエネルギー需要の増大

を招く危険性を有する．しかし，この問題について，定量

的検討はほとんど実施されてきていない．気温1℃の上昇

につき約150万kWものピーク電力儒要増大に見舞われる

夏季首都圏の現況.J)に艦みれば，エネルギー問題としての

観点からの都市高温化対策の検討が重要となる事は明白で

ある．

以上の背景のもと，本研究は，都市高温化対策がもたら

す冷暖房エネルギー需要への波及効果を考慮した総合的な

都市熱環檄評価手法の確立へ向けたものである．その将来

的な適用対象としては，アジア巨大都市群を視野に入れて

いる．この目標へ向け，本研究ではまず夏季について，都

市外気条件と建築物冷房エネルギー需要I!ijの動的相互作用

過程を表現可能な数値モデルの開発を行った．

2. 夏季都市高温化対策評価モデル

2.1 モデルの全体構成

開発したモデルの梢成を図1に示す．外気条件と建築物

空調エネルギー需要間の動的渕係を解析する為には，ビル

第16回エネルギーシステム ・経済 ・環檄コンフ ァレンス

(2000年1月27日～28日）にて発表
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メソスケール気象モデル(MM)

（鉛直分布密度を持つビル群）

•..街区模型（水平断面）

ビルエネルギー・廃熱解析モデル(BEM)

図 1 夏季都市高温化対策評価モデルの構成

とビルの間の空間，即ち，都市キャノピー内の気象条件の

予測が必要となる．従来，都市高温化現象の数値予測には

メソスケール気象モデルがよく用いられてきた． しかし，

水平メッシュサイズが通常 2km以上に達する同モデル上

では，ビル規模の地表而凹凸の効果を陽に考應する事はで

きない．同モデルで表現されるのは，都市の建造物上空

（キャノピーよりも上）の空間に過ぎない．そこで，本研

究ではメソスケー ルモデルに代わり， 著者らが開発した一

次元都市キャノピーモデル5) （以降， CMと略す）を街区ス

ケールの気象予測モデルとして採用した．また，上空一般

風や悔陸風といった広域現象が街区気象に及ぼす影親につ

いては，近藤6)によるメソスケール気象モデル (MM) と

CMとの結合によりその表現を試みた．更に， CMが符出

する街区気象条件に対する ビル側での冷房エネルギー消骰

と人工）発熱の応答を表現すべく，新たにビルエネルギー・

廃熱算定モデル”(BEM)を作成した．

以上のMM,CM, BEMより梢成される夏季都市高温化

対策評価モデルの計算フローを図2に示す．CMの大気初

期条件と上端檄界条件は， MMの計算結呆より与えた．こ

の際，上端境界は，時間変化を伴う大気混合,~裔度を設定

した．その算出はKimura8'によ った．以上の条件下， CM

により符出された外気条件に基づき， BEMはビル側の冷

房熱負荷 (Qc) を動的に多か出し，冷房機器のエネルギー

効率 （成禎係数，以降はCOPと称する）を考駆し，その

熱負荷を処理する為に必要となるエネルギー梢費祉 (Ee)

を予測する．そして， QcとEeの和である空調廃熱をビル

-56-

エネルギー ・資源

・ Initial and upper boundary conditions for CM atmosphere 

・ Advection cooling and heating rates for CM atmosphere 

the height of upper boundary: H,'"'Kふ (L'/Nり
(KM&KH: turbulent diffusivities, N: Brunt-Vtiistila frequency, 
L: representative horizontal scale of the urban blocks) 

Ambient air condit1on 
around buildings 

Cooling energy 
consumption 
(Ec=Oc/COP) 

図2 モデル計符フロー

上での廃熱源高度より大気に対し出力する．この廃熱を

CM側の気温計算過程に加熱項としてフィードバックする

非定常の計符フローを構築し， CMとBEMを結合した．

2.2 サブモデルの詳細

CMは，都市キャノピーにおける気温，湿度，風速の時

間変動を，建物による力学抵抗や人工廃熱源の分布等を考

應し計算可能な鉛直一次元のモデルである．ビルによる日

陰 ・短波反射等の複雑な放射過程を幾何学的に考胞してい

る．街区内の平均ビル幅，平均道路幅に碁づき，水平方向

には同じ面積の正方形底面を有するビルの格子状配列，鉛

直方向には域内のビル高度分布に基づく鉛直分布密度を有

するビル群を想定する （図 1)．また， MMは3次元局地

気象モデルであり，計算領域は関束，中部地方の全域を含

む （図 1)．今回の計算における水平メッシュ間隔は10km

である．その他，CMとMMの詳細については参考文献5).6)

に譲る．以下には，今回新たに開発したBEMの詳細とそ

のCMとの結合方法を述べる．

BEMは冷房熱負荷を顕熱分と潜熱分に分離して算出す

る．顕熱負荷Hm(W)と潜熱負荷Ein(W)の計算は，それぞ

れ，以下の (1)と （2)式によった．

恥＝訊hCl(TWI• T,）＋訊nisi + (1ー叩Va(Ta• T,) ＋峠＋ArP釘qhs・ ・ ・(1) 

Ein = (1-{3）ip Ya (q Va ― qvr)+ ArP </>汎hi・・・ ・・ ・・・・(2)

ここで， iと jは，ビル屋上および側壁の室内側表而と窓

面上の各而要素を指し， Ai(rnり，Ai(rnりはそれらの面栢

を表す．（1)式の右辺各項は顕熱負荷の各成分に対応し，

第1項は壁体貫流熱拡，第 2項は窓面透過日射，第 3項は

換気顕熱負荷を指す．第 4項，第 5項は室内の照明 ・機器

と在室人貝からの内部顕熱発熱をそれぞれ表す．潜熱負荷
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成分としては，換気に伴う建物内への湿気流入（（2)式右

辺第 1項） と人体からの水分蒸発（同式右辺第 2項）を考

慮した．なお，式中，hぃ：対流熱伝達率 (Wm―2Iくり ，

Twi:室内側壁面温度 (K), T,・：室温 (K), Ta:外気温

(K)， I]J ：窓而日射透過率(-)， SJ：窓面日射入射孤

(Wm→)， f] :全熱交換器熱効率(-), Cμ :空気比熱

(Jkg―IK―'） ， p :空気密度 (kgm―3),Va :外気祁入量

(m烙―1),Af:空調床面積 (nf)，qE：機器発熱 (wm-'),

p:ピー ク時人員密度（人m―2), ¢p ：人員密度時間変動

係数 (-),Qhs :人体顕熱発熱 (W人―'）， Qhl:人体潜熱

発熱 (W人-I)' l :蒸発潜熱 (Jkg―1),qva :外気比湿

(kgkg―'), qvr:室内比湿 (kgkg―1)，である． Twiの算定

は，壁体室内側表面での熱収支式と壁体内一次元熱伝導方

程式との連立計算によった．

また， （1), (2)式中の未知変数Tr（室温）とqvr（室内

比湿）の計算は，次の (3),(4)式によった．

QB 
dTr 

dt 
= Hin -H。u1,H。ut= c/)pHin ・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3)

しpVB 
dqvr 

dt 
= E;n -E。ut> Eaut = c/)pEin ・・・・・・・・・・・・(4)

QB (JK―1)，VB (mり は建物内空気の総熱容量と総容積

を指す．Haut(W)とEaut(W)は冷房システムによる顕

熱負荷と潜熱負荷の処理巌を表す．以上の 2式は，各時刻

に発生した冷房熱負荷とその処理凰の差分量（＝未処理負

荷）に比例した室温 (Tr) と室内比湿 (qvr) の変動過程

を表現したものである (qJp= 1の連続空調時にはTr, qVr 

とも空調設定値に固定制御されると仮定）．また，顕熱未

処理負荷を室温変動へ換算する際，ビル内の家具 ・内壁等

での蓄熱の影評を加味すべ<,QBにそれら構造物の熱容

量を加算 し見かけ上の総熱容量と見なす方法叫 をと った．

なお，Trとqvrはビル内全空調スペースを通じ一様である

と仮定した．

冷房エネルギー消費Ee(W)と，冷房廃熱QA(W)の計算

には，次の (5),(6)式を用いた．

恥＝ H。后pEout9 ( •: COP = H。utEc E。!!.L)・・・・・・・・・(5) 

COP+1( 
QA= Ee+ (H。ut+ E。ut)=~(H。ut + E。ut)・ ・ ・(6) 

COP 

ここでのCOPは熱源単体での値であり ，Eeは熱源機器動

力としてのエネルギー消費を指す．冷却水ポンプ等の空調

補機動力は算定の対象外とした．QAは，熱源機器が空冷

型か水冷型かを考慮し，顕熱分 (QAs) と潜熱分 (QAL)

に分けて算出した．

(7)式は， CMの気温予測式である． 0 (K)とKh

(m想りは，大気温位と顕熱乱流拡散係数を指し， m （-） 

はキャノピー各高度での大気の有効休積割合を表す．
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図3 計算領域と実測地点

aO l a ao —• C叫一心—-（恥m-） -Cpp(avM）叩 ＋QAS+Qvs 
a1 r maz¥ II azJ ~―ノ三一· • •(7) 

MM BE M 

BEM上で算出した人工廃顕熱 (QAS)は， ビル～外気間の

換気に伴う 顕熱交換量 (Q¥・s)と共に，式中の右辺第 3項

にて考慮した．また，右辺 2項には， MM上で算出した海

陸風等の大気移流に伴う冷却・加熱率を， キャノピー内で

の風速減衰を考慮しつつ尊入した．こ こで，VMと0Mは

MMによる風速と温位， aはCM風速のVMに対する比であ

る．この改良をCMの湿度予測式に対しても施し， CM,

MM, BEM間の結合を行った．

3. 実測データとの比較によるモデルの検証

3.1 実測データ

東京都心の代表的業務街区として大手町地区を選択し，

前述したモデルによる数値実験を実施した．計算領域は図

3に示した500m四方領域 （計算領域一 1)である．モデ

ルの検証には，同領域中央に立地する25階建てオフィス ビ

ル （以降，0ビルと称す）にて1998年8月に取得した実測

データを用いた．ここでいう実測とは， 0ビル屋上（高度

約100m)での連続気象観測，およびそれと同期したビル

内空調実態に関わる各種データの収集である．収集可能で

あったデータ（フロア別温度 ・湿度と冷房用冷水使用実績

に関する毎時データ）のうち，冷水データ（循環水凰と利

用温度差） からは毎時の冷房熱負荷処理量の雅定が可能で

あった．

3.2モデル計算条件

計算領域（以降， 0ビル街区と称す）について， CM上

での街区形状は，東京都土地利用現況調査IOIによるGISデ

ータに基づき設定した．同テータより平均道路幅23m, 平

均ビル幅47mの水平街区形状と，平均高度45mとなるビル
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表1 計算条件（地物の物性値）

部位
表面 熱容彙 熱伝導率

材質
アルベト・ Om―3即） (Jm-1炉K-1)

地中（上層）
0.2 1.93 X 106 1.39 コンクリート
(0.15) （植生面：10%)

地中（下層） 1.74X 106 1.00 土壌

屋上（断熱層） 0.06Xl06 0.04 ポリエチレン発泡板
屋上（その他） 0.2 1.93 X 106 1.39 コンクリート
側壁（断熱層） 0.06X 106 0.04 ポリエチレン発泡板

側壁（その他）
0.2 1.93X 106 1.39 コンクリート
(0.4) （窓面：30%)

表2 計算条件（ビル側空調条件）

パラメータ 設定値

冷房設定温度 26.0℃ 

冷房設定湿度 50.0% 

延床面積に占める空調面積比率 60% 

全館冷房時間帯
9~18時
(8時より予冷運転）

外気導入量（単位床面積あたり） 5.0m3·m·2•h—I 13) 

全熱交換器熱効率（夜間は停止） 60% 13) 

一人あたり占有床面積 5.0 mツ人 13)

人体発熱量（顕熱） 54.7W／人 13)

人体発熱量（潜熱） 64.0 W／人 13)

窓面日射透過率（プラインドを想定） 0.3 (-) 9> 

単位建物容積あたり空気熱容量 2.0X104J・記・KーI 9) 
（家具・内壁等の熱容量含む）

の鉛直分布密度を導出し，街区形状を定義した．ビル外壁

は，事務所建物における典型的構造として，厚さ22cmの

コンクリート壁体の室内側に 5cmの断熱材を配する内断

熱壁を16層等分割にて設定した．地中は33cmまでをコン

クリート，その下層を土壌とし，地下1.4mまでを計算領

域とした．街区構造物に関するその他の設定を表1に示す．

BEMJ:.でのビル側空調条件は，標準的事務所ビルの設

定とした（表2)．冷房熱源は，領域内に存在する地域冷

暖房システムの熱源構成を考慮し，設備容量比で70％を都

市ガス駆動・冷却塔廃熱型の吸収式冷温水発生機とした．

残り30％は，電気駆動型の空気熱源ヒートポンプを仮定し，

足永＂）による COP推定式を採用する事で， COPの部分負

荷と外気温への依存性を考慮した．一方，これら運転条件

への依存性が低い吸収式冷温水発生機のCOPは1.2の標準

的固定値とした．また，冷却塔廃熱の全量を潜熱＂），空冷

室外機廃熱の全量を顕熱と見なした．その他，在室人員密

度等，時間変動を伴うパラメータの設定を図4に示す．

大手町地区でのCM大気初期条件，上端境界条件，移流

冷却・加熱率を導出すべく，まずMMによる数値実験を行

った．人工廃熱は， 10kmメッシュ平均の著者らによる時

表3 シミュレーションのケース設定

三：：；1 :：全圭芸I~至翌芸き；；；こ牛：仮定
CASE-3 I （下水熱源ヒートポンプ等．大気以外を熱源として

利用する冷房システムの導入を想定したケース）
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図4 各種パラメータの時間変化

別概算値121を用いた．対象期間は， 1998年8月2日より 5

日までとした．同期間中，関東地方は概ね太平洋高気圧の

支配下にあり，最高気温は連日32℃を超えるほぼ典型的な

真夏日の条件であった．このMM計算結果の下， CM-

BEMにより上述 4日間の計算を行った．ここで， 日射条

件については，理論値ではなく 0ビル屋上での全天日射量

観測の結果を採用し，現実的な設定とした．

3.3計算結果と実測データの比較

CM-BEMによる数値実験は，ビル廃熱源の配置に関し，

CASE-1~3の3ケース（表3)を想定し行われた．

まず， 0ビル観測高度（地上100m)における気温の実

測と計算結果との比較を図5に示す． MM単独での結果は

実測と比べ，気温の日振幅をやや過大評価する傾向にあり，

夜間における実測との乖離（過小評価）が著しい．この結

果は，ビル街区を一様平坦なコンクリート面と見なすMM

上で，街区の熱容量が過小に評価された事，加えて，ビル

長波輻射によるキャノピー内の夜間放射冷却の抑制過程が

考慮されなかった事，に依ると考えられる．これに対し，

これらキャノピーの効果を考慮したCM-BEMは夜間の気

温変化をほぽ再現出来ている．日中は，冷房廃熱を無しと

したCASE-3に対し， CASE-1（屋上廃熱）とCASE-2（地
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図5 気温（地上100m)の実測と計算結果の比較
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図6 アメダス地上気温と計算結果の比較

上廃熱）がより実測に近い結果を与えている． 0ビル街区

において多数の冷房廃熱源が各ビル（主に屋上）に存在す

る実態と整合する結果といえる．なお，廃熱に伴う昇温幅

は，計算期間を通じた日平均気温にして約 1℃であった

(CASE-Iと2の間に差は見られず）．この他， 8月3日と

4日午後における急激な実測気温の降下への追従が不十分

であった点を除き， CM-BEMはキャノピー上部での気温

をより現実的に再現可能であった．なお，この急激な気温

降下は一時的な梅雨前線の再南下に伴う雲量増加と風の変

化（冷涼な北寄り地上風の卓越）によるものであった．

MM, CM-BEMはこの局地的な風況変化を完全には再現

できておらず，実測気温を過大評価する結果となった．こ

の点については， MMに与える広域の初期・境界条件の精

度の問題等が原因として考えられた．

図6は， 0ビルの北西約700mに位置する気象庁アメダ

ス観測点での地上気温と計算結果との比較である．計算は，

キャノピー底部での気温を対象とすべく，観測点近傍の

150m四方狭領域（図 3)のGISデータより局所的な街区形

状を再定義し，地表面植生割合を航空写真判読に基づき

40％へ変更して行われた．その他の条件は， 0ビル街区の

場合と同じとした． 0ビル街区での結果と同様， CM-BEM

は，地上気温に関しても， MMと比べより現実的な日変化

を再現可能であった (3日と 4日午後の実測気温からの乖

離の理由は図 5の場合と同様）．

図7は， 0ビルの館内平均室温，冷房熱負荷処理量の実

測とそれらのCM-BEMによる予測計算結果との比較であ

る． CM-BEMによる室温，冷房熱負荷処理量は，各実測

値と概ね良好な一致を示した．冷房熱負荷処理最について

見られた日中10W/m2(20%）程度の過小評価は，総熱負

荷の過半を占める機器発熱の設定（図 4)に起因するもの

と考えられた．

以上の数値実験において， CM-BEMによる人工廃熱の

鉛直積算値はCASE-I,2において， 日中約450W/m2（街

区土地面積あたり）に達し，その顕熱と潜熱の内訳は

1.0: 2.2となった．顕熱廃熱に対する自動車の寄与は12%
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図7 室温 (RT)，単位床面積あたり冷房負荷処理量

(ECL)の実測と計算結果の比較

に止まり，ビル廃熱が支配的であった．

以上， CM-BEMは，大手町街区キャノピーの外気温と

ビル内熱環境（室温・冷房熱負荷）の夏季時間変化を概ね

再現可能である事が明らかとされた．

4.考察

4.1 広域電力需要気温感応度との比較

図8は，東京電力A支店における98年6月～ 8月平日の

日最大電力需要と気象庁アメダスによる日最高地上気温と

の比較である．ここで， A支店とは大手町を含む東京都心

業務エリア全域を管轄する支店である．図中，全冷房シス

テムがほぽ稼働していたと見なせる日最高気温28℃以上の

日を対象に，回帰分析にて日最大電力需要の気温感応度を

算出した．結果として， 53.75MW／℃ （相関係数＝0.85)を

得た．同値は，単位昇温に伴う冷房用電力のピーク時総需

要増分量と見なせた．次に，この増分量をピーク時総冷房

電力需要と対比させた．ここで，各日のピーク冷房需要は，

22℃未満Hの平均需要（＝2,372MW) を冷房用途外のベー

ス需要とし，各日の総需要より差し引く方法にて推定した．

そして，上述の感応度 (53.75MW／℃）のこれら最大冷房

需要電力に対する比をとり，日最高気温31℃以上の日の平

4000「----- I I 

3500 1 回帰直線（日最高気温こ28℃,rし085)

三／
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図9 シミュレーション結果における日最高気温と日最大

冷房電力需要の関係

均値として5.66％℃ （1 ℃の昇温に付きピーク時冷房電

力需要が5.66％増大）を得た．ここで， 31℃以上の日を対

象としたのは， 0ビル街区計算における気温レンジとの整

合性を考慮したためである．ここでの冷房電力需要は，厳

密には空調補機動力も含むが，その気温依存性は無視でき

る事1)）から，同感応度は熱源機器電力需要の気温感応度と

見なせた．

一方，図9はC:¥1-BEMによるCASE-1~3での日最高地

上気温と日最大冷房電力需要（熱源機器電力需要）の比較

である．両者は明瞭な線形関係にあり，気温感応度として

A支店での値とほぼ一致する6.07%／℃を得た．この結果も

また，モデルの妥当性を示唆するものであった．

4.2廃熱分布が冷房エネルギー需要に及ぼす影響

CM-BEMにより算出された冷房熱源機器駆動用の電力，

都市ガス需要について，その日積算値と日平均地上気温を

CASE-1を基準として比較したのが表4である．計算は0

ビル街区を対象とした．ビル廃熱源の屋上から地上へのシ

フト (CASE-1→2)は，日平均地上気温を0.62℃押し上げ

る一方，外気への冷房廃熱の全量削減 (CASE-1→3)は，

1.28℃気温を降下させている．これに伴い， 日積算の冷房

エネルギー需要は， 2.79％の増大， 5.81％の減少となった．

後者の省エネは， 1.28℃の気温降下に伴い，冷房熱負荷が

換気熱負荷を中心に約6％削減された事に依った． 0ビル

街区での廃熱源分布の実態はCASE-1（屋上廃熱）に近い．

従って以上の結果は，大手町のような中高層業務街区での

冷房廃熱削減による夏季気温緩和と冷房エネルギー需要削

表4 冷房エネルギー需要と日平均気温の比較(0ビル街区）

冷房エネルギー需要(Jm―2day―'） 日平均気温

（単位床面積あたり街区平均） （z=3m) 

都市ガス電力 計 増減率（℃)気温差
(%)（℃）  

CASE-111358.23 1174.86 I 1533.09 I (control) 130.37 I (control) 
CASE-21 1386.88 I I 89.02 I 1575.90 I 2.79 130.991 0.62 

CASE-31 1284.27 1159.711 1443.98 I -5.81 129.08 I -1.28 

エネルギー・資源

減の 1ポテンシャルを示す結果と考えられる．この冷房廃

熱削減の一具体策として，著者らは土壌熱源型地域冷暖房

システムの導入を提案している 151.

ケース名

5. まとめ

都市の高温化抑制によりもたらされ得る省エネ・ C伽排

出削減効果の定量的予測・評価へ向け，夏季都市キャノピ

ー外気条件と建物冷房エネルギー需要間の動的相互作用過

程を表現可能な数値モデルを開発した．

東京大手町地区を対象とした数値実験の結果，モデルは，

同地区外気温とビル内熱環境の夏季時間変化を概ね再現可

能である事が実測データとの比較により確認された．モデ

ルにより算出されたピーク時冷房電力需要の同地区におけ

る気温感応度 (6.07%／℃）は，東京電力の夏季需要デー

タより推計された都心業務エリア全域での実態感応度

(5.66%／℃）と整合した．次に，街区内での冷房廃熱源の

分布が，外気温とビル冷房エネルギー需要とに与える影響

を調べた．大手町地区の場合，外気への全廃熱源を無くす

事で，地上気温は 1℃強降下し，冷房熱源機器エネルギー

消費は約6％削減される事が示された．

以上，開発したモデルは，夏季業務街区に対し適用可能

である事が確認できた．今後は，住宅街区等の条件が異な

る街区，および冬季へのモデル適用について検討を進め，

様々な都市高温化対策について，年間を通じた都市スケー

ルでの省エネルギー性評価に適用可能なモデルヘと発展さ

せていく予定である．
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